
「結核に関する特定感染症予防指針」に関する

今後の議論の進め方について (案 )

○ 今回の第 17回結核部会では、都道府県の結核対策への取組みに関す

るヒアリングを行い、各自治体が直面している課題や参考にすべき事

例等を探る。

○ 現在、前回部会でのご指摘を踏まえ、「結核に関する特定感染症予防指

針」の各項目についてt関係自治体に対してアンケ=卜調査を実施し

ているところ。その調査結果等に基づき、平成22年度内に予防指針

を改訂することを目的として、現行の予防指針に項目に沿つて、次回

以降、順次、議論を進めていくこととしてはどうか。     :

○また、これまで本部会において議論を積み重ねてきた「今後の結核医療

のあり方」については、予防指針の項目「第3医療の提供」を議論す

る際に併せて議論する等、予防指針に係る議論の中で検討を進めていく

こととしてはどうか。
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(参考)

今後の結核医療のあ り方に関する検討事項

: (第 16回厚生科学審議会結核部会 今後の結核医療のあり方に関する

これまでの議論の概要からの抜粋)

結核患者 口病床について

○ 結核にかかる入院医療の実態の把握 (合併症の割合、医療従事者にお

ける DOTSにかかる作業負担等)について必要な調査を行つていくこと

が必要ではないか。

○ モデル病床、ユニツト化病床等の課題を明確化しつつ、再整備の促進

方法について、検討することが必要ではないか。

>`モデル病床については、一般患者が入院しているために、必要時

に結核患者が入院できないなどの理由で有効利用されていないこ

とが多いとの指摘がある。今後、どのように病室調整を行つてい

くかにういて検討が必要ではないか。

>結 核病床 (ユニット化病床含む)、 モデル病床について、院内感染

予防、療養環境を考慮した施設基準の検討が必要ではないか。

感染症病床と結核病床の今後のあり方について、引き続き、検討する

ことが必要ではないか。

地域体制・広域連携について

○ 各都道府県が管内の事情を勘案できるような医療提供体制 口地域連携

モデルとなつているかの確認を行つていくことが必要ではないか。
→前回の部会 (第 16回)で議論

○ 症例の相談体制確保のため、結核研究所、高度専門施設を中心とした

広域ネツ トワークの構築や、既存のネットワーク (NHO、 結核療法研究

協議会など)の活性化の具体的な方法を検討していくことが必要では

ないプbヽ 。

○ 結核病床、モデル病床があつても医療スタッフが不足し (医師不足、

看護師の結核病床離れ)使用で きないことがあるとの指摘に対応する

ために、学会等との連携や、卒後教育との連携をどのように図つてい

くかについて、検討することが必要ではないか。

○ 地域連携が進むためには、それが当たり前になる雰囲気作りが重要で

あることから、国 口地方自治体等によるどのような普及啓発が有効か

等について検討を行つていくことが必要ではないか。 ●
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「結核に関する特定感染症予防指針」の論点 (案 )

二十六年の結核予防法の制定以来およそ半世紀
過し、この間の結核を取り巻 く状況は、医学・医療の進
歩、公衆衛生水準の向上等により著しく変化した。現
在、我が国の結核り患状況は、かつての青少年層の結核
単独かつ初感染発病を中心どしたり患から二変し、基礎
疾患を有する既感染の高齢者のり患が中心となつてい
る。また、高齢者のみならず、二部の大都市等の特定の
地域において、高発病、遅発見、治療中断、伝播高危険
等の要素を同時に有している住民層の存在についても疫
学的に明らかになっている。一方で、結核医療に関する
知見の蓄積により、結核の診断・治療の技術は格段に向
上した。
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lV/AIDS合併結核が大きな課題
となっているが、我が国の現状
に照らして、何 らかの言及が必
要か。
☆結核の診断 a治療の技術につ
いて、特定感染症予防指針策定
以降開発された新 しい技術 (具

体例 :リ ンパ球の菌特異蛋白刺
激によるインターフェロンγ放
出試験、耐性遺伝子診断法、遺
伝子タイピング等)を反映する

取 り巻 く状況の変化に
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対策の実施が重要である

`ま
た、結核対策において結核

予防法が果たしてきた役割の大きさと、いまだに結核が
主要な感染症である現実とを踏まえ、感染症の予防及び
感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正
する法律 (平成十八年法律第百六号)の施行に伴う結核予
防法の廃止後においても、感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律 (平成十年法律第百十四
号。以下「法」という。)に基づき、結核の発生の予防
及びそのまん延の防止、結核患者に対する良質かつ適正
な医療の提供、結核に関する研究の推進、医薬品の研究
開発、人材養成、啓発や知識の普及とともに、国と地方
公共団体、地方公共団体相互の連携と役割分担を明確に
し、結核対策を総合的に推進することにより、結核対策
の一層の充実を図る必要がある3

の患者数の減少を受け、低まん
延化に向けた、施策の一層の重
点化を検討することが必要か。
(例 えばt健康診断を効率化
し、リスクグループヘ焦点を当
てた徹底的な対策による低まん
延化の促進、結核の根絶をめざ
す等。)

☆適正技術の維持や医療提供体
制の再構築等の罹患率減少に
よって生ずる新たな課題に対応
することが必要か。

本指針は、このような認識の下に、総合的に予防のため
の施策を推進する必要がある結核について、国、地方公
共団体、医療関係者、民間団体等が連携して取り組んで
いくべき課題について、発生の予防及びまん延の防止、
良質かつ適切な医療の提供、正しい知識の普及等の観点
から新たな取組の方向性を示すことを目的とする。
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2 大都市等の特定の地域において、高発病、遅発見、
治療中断、伝播高危険等の社会的リスクを同時に有して
いる結核発症率の高い住民層に対しても有効な施策が及
ぶような体制を構築する必要がある。そのため、我が国
の現在の結核のまん延状況にかんがみ、発生の予防及び
まん延の防止のための対策の重点は、発症のリスク等に
応じた効率的な健康診断、初発患者の周辺の接触者健
診、有症状時の早期受療の勧奨等きめ細かな個別的対応
に置くことが重要である。

○感染症予防事業 【補助
金】 (接触者健診、管理

☆施策の重点化のため、リス
グループヘに焦点を当てた対策
の一層の強化を目的として、リ
スクグループの対象の考え方
(定義)を整理することが必要

か 。

ニー■法第二十三条の二の規定に基づく

1 かつて、我が国において結 にまん延 してい
た時代においては、定期の健康診断を幅広く実施するこ
とは、結核患者の発見の効率的な方法であつたが、り患
率の低下等結核を取り巻く状況の変化を受けて、現在、
定期の健康診断によって患者が発見される割合は極端に
低下しており、公衆衛生上の結核対策における定期の健
康診断の政策的有効性は低下してきている。

☆指針策定後、感染症法及び労
働安全衛生法に基づく健康診断
は、効率化を目的とした見直し
が行われているが、それを前提
とした書きぶりにすることが必
要か。

2 -方、高齢者、地域の実情に即した疫学的な解析に
より結核発病の危険が高いとされる住民層、発病すると
二次感染を起こしやすい職業に就労している者等の定期
の健康診断の実施が政策上有効かつ合理的であると認め
られる者については、重点的な健康診断の実施が重要で
あるとの認識の下、健康診断の受診率の向上を目指すこ
ととする。

065歳以上の者に対ζ
定期健康診断 【省令】 から、高齢者の範囲 (年齢の定

義)を見直すことを検討するこ
とが必要か。また、発病すると
二次感染を起こしやすい職業に
就労している者等 (デ ンジャー
グループ)への健康診断につい
て、集団感染の防上の観点から
の効果を評価することが必要
か 。

(6の項も参照 )



Q

千彙‖議葺ヨ講
3 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が
義務付けられている施設のみならず、学習塾等の集団感
染を防止する要請の高い事業所の従事者に対 しても、有
症状時の早期受療の勧奨及び必要に応 じた定期の健康診
断の実施等の施設内感染対策を講ずるよう地方公共団体
が周知等を行うこととする。また、精神科病院を始めと
する病院、老人保健施設等 (以下「病院等」という。)の

医学的管理下にある施設に収容されている者に対して
も、施設の管理者は必要に応じた健康診断を実施するこ
とが適当である

`

O各種学校等で実施する
定期健康診断 【省令】

☆定期健康診断の対象である集
団感染を防止する要請の高い事
業所について、最近の集団発生

事例を踏まえ、範囲を見直すこ

とが必要か。 (幼稚園、保育園
の再追加等。)

4 基本指針に則 して都道府県が策定する予防計画の中
にt市町村の意見を踏まえ、り患率等の地域の実情に応
じ、定期の健康診断の対象者について定めることが重要
である。市町村が定期の健康診断の対象者を定める際に
は、患者発見率〇・〇二から○ `○四パーセントをその
基準として参酌することを勧奨する。

O市町村が特に必要と認
める者に対する健康診断
【省令】

☆市町村が定期の健康診断の対
象者を定める際の参酌基準 (患

者発見率〇・〇二から○ 口○四
パーセント)について、近年の
知見を踏まえ見直しが必要か。

5 市町村は、医療を受けていないじん肺思者等に対し
ては、結核発症のリスクに関する普及啓発とともに、健
康診断の受診の勧奨に努めるべきであるも

☆低蔓延状態に向けて、 :有症
状時の早期受診」がより重要と
なることから「症状の出現、増
悪に際 して早期受診」を加える
ことが必要か。

6 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実1胃

に即 して当該地域において結核の発症率が高い住民層
(例えば、住所不定者、職場での健康管理が十分とはい
えない労働者、海外の高まん延地域からの入国者等が想
定される。)に対する定期の健康診断その他の結核対策
を総合的に講ずる必要がある。

○市町村が特に必要と認
める者に対する健康診断
【省令】

☆対策の重点化の観点から、リ
スクグループのうち、住所不定
者・社会経済的弱者、新入国者
などについて、対象とすべき具
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健所等の窓口に我が国の結核対策を外国語で説明したパ
ンフレットを備えておく等の取組を行うことが重要であ
る。また、地域における外国人の結核の発生動向に照ら
し、市町村が特に必要と認める場合には、外国人に対す
る定期の健康診断の体制に特別の配慮が必要である。そ
の際、人権の保護には十分に配慮すべきである。   _

○在 日外国人医療相談
業 【結核研究所国庫補助
事業】

☆外国人への対策について、
国的に行うことが必要か。ま
た、治療への理解を促す積極的
な対策として、者「道府県が実際
に行つている事業を踏まえ、パ
ンフレットを備えておく以外に
有効な対策を示すことが必要
か。 (例 えばで都道府県単位で
通訳サービス等の環境を整える
こと等。)

☆外国籍ではあるものの国内居
住歴の長い者をハイリスクとと
らえることは必要か。高まん延
国の滞在歴をリスクと捉える考
え方から、「外国人」 (国籍)

ではなく、「高まん延国の出身
者」または「居住歴がある者」
とすることが考えられるか。

して、寝たきりや胸郭の変形等の
事情にようて胸部エックス線検査による診断が困難な場
合、過去の結核病巣の存在により現時点での結核の活動

性評価が困難な場合等においては、積極的に喀痰かくたん

検査 (特に塗抹陽性の有無の精査)を活用することが望ま
しい。

☆健康診断において、胸部エツ
クス線検査による診断が困難な
場合等、喀痰検査を積極的に行
うことは必要か。 (有症状の有
無等、間診により、必要な時に
喀痰検査を実施することでよい
か。)

三 |・法第十七条の規定に基|づ―ぐ結核‐に

1 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断は、
結核のまん延を防止するため必要があると認めるとき
に、結核にかかっていると疑うに足りる正当な理由のあ
る者について結核感染又は発病の有無を調べるために行
われる健康診断である。これまで結核患者の診断を行つ
た医師等の協力を得つつ、一般的に保健所等における業
務として実施されてきたもので、結核対策において重要
な位置を占めるものである。




